
別記第１号様式

令和 年 月 日

千葉県知事　鈴木　栄治　　様

申請者

印

名　称

開設地

着手　　令和 年 月 日 年 月 日

　　　　　令和 年 月 日

□介護老人保健施設
□介護医療院

開設予定年月日
～　竣工　　令和

所在地

法人の名称

代表者の職氏名

電話番号

申請内容 　　　　新設　　　　　　　　転換（改築・改修）　　　　　　　定員変更

　　出来高(予定）　　　　　　年度　　　　　％　　　　　　　　　　年度　　　　　％

開設（変更）予定年月日

介護老人保健施設・介護医療院開設（変更）許可事前協議申出書

　千葉県介護老人保健施設等開設許可等の事前協議に関する要綱第3条第2項の規定により、次のとお
り協議します。

開設（予定）



療養床の類型
（介護医療院）

施設類型
（介護老人保健施

設）
　□単独型　　　　　　□サテライト型小規模　　　　　□医療機関併設型小規模

整備・開設について
の市町村の意向

（協議等の日付）

定員変更

現在の定員　　　　　　人　　　　増　　　　　　人　　　　変更後の定員
人

予定規模

協議先部署名

施設類型
（介護医療院）

電話・FAX 電話　　　　　　　　　　　　　　　内線（　　　　　　）　　FAX

　　□　Ⅰ型　　　　　　　　　　　　　□　Ⅱ型

　□単独型　　　　　　□医療機関併設型　　　　　　□併設型小規模

新設

入所定員：　　　　　　　　　人　　　　　　　　　　　　　ユニット　　　　　　　　　人
認知症専門等の有無（介護老人保健施設従来型のみ）　□有（　　　　人）　　　□無

通所リハビリ定員：　　　　　　　　人

短期入所療養介護の有無　　　　　　　□有　　　　　□無
予防短期入所療養介護の有無　　　　□有　　　　　□無
訪問リハビリの有無　　　　　　　　　　　 □有　　　　　□無

担当者　職・氏名

併設施設及び事業

□病院
□診療所
□居宅介護支援事業所
□その他

　　　　　　　市町村　　　　　　　　　部　　　　　　　　　　　課　　　　　　　　　　　係(班)

　市町村との協議状況



１　設置及び運営に関する基本的な考え方

（１）当該地への設置理由

ア　想定している利用区域及び区域の状況（高齢者数、要介護老人数、施設･在宅サービスの状況）

イ　入所定員算出に関する考え方（添付資料）

ウ　その他



２　運営法人の概要

フリガナ
法人名

法人本部所在地

許可年月日

理事長名

現に行っている事業

フリガナ
予定法人名

法人本部所在地

許可予定年月日

理事長予定者名

その他併設予定事業

（該当に○印を付すること）

社会福祉法人の場合 第2種社会福祉事業

付帯的公益事業

既
設
法
人

（１）

新
設
法
人

（２）



資産の部 Ａ

流動資産ａ

　うち現金預金

固定資産ｂ

その他資産

負債の部 　　　　　　

流動負債ｄ

 うち短期借入金

固定負債ｅ

 うち長期借入金

純資産の部 Ｂ

流動比率（ａ/ｄ×100）

固定比率（ｂ/Ｂ×100）

月 ～ 月

　　年度 　　年度

うち資本金

うち利益剰余金

　うち当期未処分利益

負債及び純資産の部計

自己資本比率(B/A×100）

固定長期適合率(b/(e+B)×100)

総売上高ｆ

営業利益

経常利益ｇ

当期純利益

経常利益率（ｇ/ｆ×100）

携帯電話番号

FAX番号
連絡先

総資本経常利益率(ｇ/Ｂ×100)

会計期間

法人の担当者

法
人
の
財
務
状
況
　
※
三
ヵ
年
の
決
算
書
を
添
付
の
こ
と

勘定科目
直近３か年の決算状況等（単位：千円）

　　年度

メールアドレス

　　　　　フリガナ

職・氏名

電話番号



３　法人が行う施設(予定)事業の状況

（該当に○印を付すること）
病院 診療所
特別養護老人ホーム
その他　（ ）

造 階建て

㎡ 床（名）

造 階建て

㎡ 床（名）

造 階建て

㎡ 床（名）

造 階建て

㎡ 床（名）

構造・規模

種別

名称

所在地

設置(予定)年度

種別

所在地

設置(予定)年度

種別

名称

名称

所在地

構造・規模

種別

名称

設置(予定)年度

構造・規模

構造・規模

所在地

設置(予定)年度



　４　建設用地の状況

ア市街化区域 イ市街化調整区域 ウ（ )

都市計画法に
よる用途地域

地域

敷地面積 ㎡ （ 坪）

全体分
造 階建 建築面積 ㎡ 延床面積 ㎡

※他施設と合築施設の場合、下記に施設ごとに面積を記入すること。
（ の部分 延床面積 ㎡）
（ の部分 延床面積 ㎡）
（ の部分 延床面積 ㎡）
（ の部分 延床面積 ㎡）

取得の場合 ア　自己所有地
イ　取得済み ( 有地） 売買契約日 　　　 年  月  日
ウ　取得交渉中 ( 有地）

賃借の場合 ア　賃借契約済み
イ　賃借交渉中

ア　整地済み
イ　未整地
ウ　地目変更の必要性

無し
有り ①農地からの転用 （完了予定 　　　  年  月 ）

②山林からの転用 （完了予定 　　　  年  月 ）

交渉の状況
売買契約予定 　　　  年  月  日
整地完了予定 　　　  年  月  日
地目変更の必要性

無し
有り ①農地からの転用 （完了予定 　　　  年  月 ）

②山林からの転用 （完了予定 　　　  年  月 ）

（１）担当所管部課等の照会状況を確認すること

（２）当該地を選定しなければならなかった理由（具体的に記入のこと）

（１）担当所管部課等の照会状況を確認すること

（２）当該地を選定しなければならなかった理由（具体的に記入のこと）

区域の別

市街化調整
区域に該当
している場

合

取得交渉中
の場合

建物面積

用地取得等
の状況

都市計画法
による用途
地域が第一
種低層住宅
専用地域に
該当してい

る
場合

取得済みの
場合



土壌汚染・埋蔵文化財等の有無や農地法・都市計画法・市町村宅地開発条例等の土地利用に係る規
制の有無、既存施設の耐震基準（改修して転換する場合等）、担当部局との調整状況及び今後の予定

　　□有（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　　　　　　□無

その他の規制
状況等



物件
番号

所在地 現在所有者
購入・

賃借の別
（地番） （地目） （地積）㎡

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

物件の表示

建設用地の状況添付資料

５　建設予定地一覧表



６　施設・設備計画(既存施設）
　※転換の場合、提出すること（既存施設における平面図添付）

　□介護型
　
・病院・施設名称：

・床数・定員数： 床

（内訳） （うち削減床数）

　療養病床（介護型） 床 床

　療養病床（医療型） 床 床

床 床

床 床

  一般病床 床 床

　その他（　 　　　　　） 床 床

⇒介護老人保健施設等整備床数 床

・敷地面積

・延床面積

・構造等 地上　　階・地下　 階（　　　　　　　造）

・竣工年 昭和・平成　　　年

・建築確認承認時 昭和・平成　　　年　　　月　　　日

補助年度 補助事業名 事業内容 総事業費 補助金額 処分制限期間

改修場所

既
入
院
患
者
の
処
遇

既
存
施
設
の
状
況

　　　□医療型

　老人性認知症疾患（医療型）

　老人性認知症疾患（介護型）

㎡

㎡

既
存
施
設
に
お
け
る
過
去
の
補
助
事
業
一
覧

改
修
の
内
容

改修前 改修後

★必要に応じてページを追加してください。



６　施設・設備計画(1)

建物構造 造 階建 （増築部分 階建）

当該施設分 併設施設小計 　　　分 分 分 分
建築面積（㎡） 延床面積（㎡） 延床面積（㎡） 延床面積（㎡） 延床面積（㎡） 延床面積（㎡） 延床面積（㎡） 延床面積（㎡）

新築部分
増築部分
改築部分
既存部分

うち改修部分

合計

場所 設備
新築等の別 内法 建築基準法 内法 建築基準法 階 (注2)

療養室

床面積(注1) 1人当たり床面積

全体分

定員

面積
建物の
構造
概要

小計

室名又は部屋番号



６　施設・設備計画(2)

内法 ㎡
建築基準法 ㎡

共用の有無
(注3)

内法 ㎡ 入所者1人  内法 ㎡
建築基準法 ㎡ 当り床面積  建築基準法 ㎡

共用の有無
(注3)

内法 ㎡ 入所者1人  内法 ㎡
建築基準法 ㎡ 当り床面積  建築基準法 ㎡

共用の有無
(注3)

内法 ㎡ 入所者1人  内法 ㎡
建築基準法 ㎡ 当り床面積  建築基準法 ㎡

共用の有無
(注3)

内法 ㎡ 入所者1人  内法 ㎡
建築基準法 ㎡ 当り床面積  建築基準法 ㎡

共用の有無
(注3)

内法 ㎡ 入所者1人  内法 ㎡
建築基準法 ㎡ 当り床面積  建築基準法 ㎡

談話室

床面積

床面積

臨床検査施設
主な機器・
器具・設備

床面積

主な機器・
器具・設備

処置室

床面積

診察室
主な機器・
器具・設備

床面積

機能訓練
室

(入所）

主な機器・
器具・設備

床面積

主な設備

調剤所
主な機器・
器具・設備





６　施設・設備計画(3)

床面積 内法 ㎡ 入所者1人  内法 ㎡
(注4) 建築基準法 ㎡ 当り床面積  建築基準法 ㎡

食堂
（入所）

共用の有無
(注3)

床面積 内法 ㎡ 入所者1人  内法 ㎡
建築基準法 ㎡ 当り床面積  建築基準法 ㎡

共用の有無
(注3)

内法
建築基準法

主な設備

主な設備
ﾚｸﾘｴｰｼｮ
ﾝ･ﾙｰﾑ

床面積　
1人当たり

床面積(内法） 備品・設備

通所事業
専用床面

積

共同生活
室

場所
1ユニットの

定員

人

人

人

人

建築基準法　　　　　　　　㎡（内法　　　　　　　　　㎡）

階

階

㎡
㎡

㎡
㎡

㎡
㎡

通所定員 　　　　　　　　　　　　　　　人　　　　（　　　　　　単位）

㎡
㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

階

階

定員一人当た
り床面積（内

法）
㎡

専用食堂の有無　　　　　　有　　　・　　　無

主な機械・
器具・設備

通所リハビリテーション　　　　　　　　　　　　有　　・　　無
介護予防通所リハビリテーション　　　　　　有　　・　　無





６　施設・設備計画(4)

浴室面積(㎡) 脱衣室面積 場所(階) 浴室面積(㎡) 脱衣室面積 場所(階)

共用の有無
(注3)

特別浴室一般浴室

床面積

主な設備
（構造設備
上の配慮）

床面積
（建築基準

法）
場所 設備

共用の
有無

設備
共用の
有無

床面積
（建築基準

法）
場所 主な機器・器具・設備

共用の
有無

便所

浴室

洗面所

ｻｰﾋﾞｽ･
ｽﾃｰｼｮﾝ

床面積
（建築基準

法）
場所



６　施設・設備計画(5)

面積

調理室

共用の有無
(注3)

床面積 場所 主な機器・器具・設備 共用の
（建築基準法） 有無

床面積 場所 主な機器・器具・設備 共用の
（建築基準法） 有無

洗濯室
又は洗濯場

汚物処理室

防虫・防鼠設
備の状況

食器消毒設備
の状況

食器・食品の
保管設備の状
況



６　施設・設備計画(6)

その他施設
(注8)

共用施設
（再掲）

㎡

㎡

床面積

床面積

㎡

㎡

床面積

床面積

㎡

㎡

床面積

床面積

㎡

㎡

床面積

床面積

㎡

㎡

床面積

床面積

㎡

㎡

床面積

床面積

㎡

㎡

床面積

床面積

㎡

㎡

床面積

床面積

㎡

㎡

床面積

床面積

㎡

㎡

床面積

床面積



６　施設・設備計画(7)

耐火構造・準耐火
構造の別

内法 建築基準法 内法

廊 下 の 幅

階 階 有 無

療養室のある最上階 バルコニーの有無 階段の数

片廊下 中廊下
設備場所



建築基準法

中廊下



６　施設・設備計画(8)

cm cm cm cm 人

(注11)
その他設備の概要

消 防 用 設 備
そ の 他 非 常
災 害 設 備

(注10)

直通階段

幅 蹴上げ 路面 踊場の幅 設備 定員 数
うち直通階段を

代替するものの数

避難階段エレベーター

基数



１階 ２階 ３階 計
㎡ ㎡ ㎡ ㎡

各居室面積

療養室（居室） ・ 床室 ㎡ 室

（ ㎡）内法面積

・ 床室 ㎡ 室

（ ㎡）

・ 床室 ㎡ 室

（ ㎡）

・ 床室 ㎡ 室

（ ㎡）
談話室

食堂

浴室　（一般）

浴室　（特殊浴室）

脱衣室

レクリェーション・ルーム

理美容室

売店

洗面所

便所

倉庫

汚物処理室

デイルーム

通所リハビリテーション

○○○

診察室

臨床検査室

調剤所

処置室
機能訓練室

○○○

ｻｰﾋﾞｽ・ｽﾃｰｼｮﾝ

施設長室

事務室

会議室

家族相談室

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱﾙｰﾑ

職員便所

職員浴室

宿直・休憩室

更衣室（男子）

更衣室（女子）

倉　　庫

リネン庫

○○○

生
活
部
門

医
療
部
門

管
理
部
門

別紙

部門別面積表

区
分

施設整備
面　　　　　　　　　　積 備考

（施設設備共用の有無等）



１階 ２階 ３階 計

別紙

部門別面積表

区
分

施設整備
面　　　　　　　　　　積 備考

（施設設備共用の有無等）

調　理　室

配膳室

洗濯室

機械室

○○○

玄関

廊下 3.4 m）/（片 m）

ホール

階段

エレベーター ・ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ　有

介護医療院専用部分小計

共用部分小計

併設施設部分小計

　　合　　　計

（注）１　この施設設備・面積は別添設計図と一致すること。

２　基準上定めのある施設設備については、内法面積も（　）書きで記入すること。

４　共用している施設設備の面積は共用部分の欄に別掲すること。（各施設設備毎に按分前の全体面積を記載）

サ
ー

ビ
ス
部
門

３　共用している施設設備の面積は、面積按分等により介護医療院専用部分と併設施設部分に分けること。

５　併設施設部分は、事業別に記載すること。（施設設備別の必要はない。）

そ
の
他

・廊下幅（中

共
用
部
分

併
設
施
設



７　人員の配置計画

職　名 定　数 備　考
(注12) （兼務内容等）

非常勤(人)
(常勤換算） (常勤換算）

その他

栄養士

管理栄養士

配置計画

専　任(人） 兼　務(人）

常　勤

管理者

医　師

看護師・准看護師

介護職員

介護支援専門員

薬剤師

放射線技師

調理員

事務職員

従
業
員
数

支援相談員

理学療法士

作業療法士

言語聴覚士



８　併設施設

名 称 種 別

ベ ッ ド 数 病(居)室数

医 師

看 護 職 員

相 談 指 導 員

介 護 職 員

介 護 支 援 専 門 員

配 置 状 況
理 学 療 法 士

作 業 療 法 士

言 語 聴 覚 士

薬 剤 師

調 理 師

事 務 職 員

そ の 他

(注）併設(予定）施設が、２以上の場合は各別葉にすること。
　　　※　併設施設とは、介護老人保健施設等と同一敷地内又は公道をはさんで隣接している病院等をいう。

併設 施設
の 概 要

栄 養 士
（ 管 理 栄 養 士 ）



（単位：千円）

(内訳) 内容（出資者氏名） 金額
法人内部資金
出資（拠出）者
出資（拠出）者
出資（拠出）者
出資（拠出）者

・県補助金

・市町村補助金

補助金 ・その他（　　　　　　　）

○○銀行○○支店
その他借入

(添付資料）

１　資金計画を示す書類（残高証明書、融資証明書等）を添付すること。

(注)

１　併設施設との合築（増改築も含む。）の場合は全体及びそれぞれの施設ごとに事業費及び財源内訳を作成すること。

２　なお、添付書類（残高証明書、融資証明書等）は、総額分で差し支えないこと。

機構借入

別記第2号様式

事業費及び財源内訳

所
要
事
業
費

建築費 千円

設備費 千円

千円

その他運転資金 千円

総事業費 0 千円

用地費

資
金
計
画

自己資金

0 千円

種別 金額

金融機関名・支店名 その他借入金計金額

千円

総資金計画 0 千円

補助金計

千円

地方債 千円



別記第3号様式

（　　　　　　　　　　　　　　　） 当該施設としての概要 （　　　　　　　　　　）としての利用

日時

スタッフ

利用者数

利用内容

使用区画

（　　　　　　　　　　　　　　　） 当該施設としての概要 （　　　　　　　　　　）としての利用

日時

スタッフ

利用者数

利用内容

使用区画

共用部分における利用計画の概要


